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　海水温の上昇など、近年、海洋環境が著しく変化しており、本県においても水揚量の減少、海洋環境の変化
による水揚げ魚種の変化、養殖生産の不安定化等の課題に直面しています。水産資源を持続的に利用し、水
産物を安定的に供給するためには、これまで蓄積した知見や技術等の基礎研究を基盤としつつ、海洋や河川
における環境モニタリングの充実、科学的根拠に基づいた資源調査・資源評価の高度化に加え、環境変化に
対応する新たな養殖技術や水産加工技術の開発等を行い、さらに現場実装への技術的支援が不可欠です。こ
れらの課題に的確に対応するため、国・大学等の研究機関や民間・漁業者等との連携を深めながら、試験研究
を積極的に推進していきます。

重点プロジェクト６ 試験研究推進プロジェクト

目　的

 

 

国・大学等の研究機関や民間企業等がそれぞれの役割を
最大限に発揮できるように連携を深めながら試験研究を推進

調査

水産業の現場・政策推進へのアプローチ

ＡＩ

スマート水産業推進プロジェクト

○漁船漁業・養殖業の生産性向上に役立つ漁場環境
データ等の効率的な収集と活用に向けたＩＣＴ、

等の推進等

○未利用資源の有効利用、技術の開発・普及

水産物輸出促進プロジェクト

○輸出向け商品の開発や原料転換に向けた加工業者
と試験研究機関等との連携推進

○養殖生産物の輸出に向けたマーケットイン型の養殖
生産体制への転換と安定生産に向けた防疫体制の強化

新しい漁村地域創出プロジェクト

○環境負荷が少なく新たな産業創出につながる
閉鎖循環型陸上養殖技術の研究

○漁村地域をけん引する次世代リーダーへの
技術指導

ブルーカーボン推進プロジェクト

○藻場の造成による漁場生産性の向上と生物多様性の
保全

○地球温暖化に対応した新しい養殖品目（海藻）の
養殖試験とブルーカーボンの普及啓発

○国の漁獲可能量（TAC）制
度魚種の拡充への対応のため
の水産資源の動向把握と資源
管理の高度化

○市場価値の高い魚種
の種苗生産・放流

○海洋環境、貝毒プランク
トン及び海洋プラスチッ
クごみのモニタリングと
迅速な情報提供

資源・環境に関する取組

基基礎礎調調査査・・研研究究等等

重重点点ププロロジジェェククトトのの推推進進
海洋環境変動への適応プロジェクト

○新たな水産資源の探索や活用技術の開発・普及

の検討や閉鎖循環式陸上養殖技術の研究
○安定生産に向けた環境変化に対応した養殖方法

【県】

大学等】

・高い専門性
・教育
・社会貢献

・広域視点、全国的な課題への対応

【国】

【民間企業等】

・スピード感
・実証された技術の産業化

県の研究機関 普及員等による
現場への普及・実装

漁業関係者等との連携

国の研究機関

・地域密着

【

目標指標目標指標第６章

　水産基本計画（第Ⅲ期）では、県、市町村、水産業者等及び県民が相互に連携・協力しながら施策を推進し、水産
業の振興に努めることとしています。このため、生産、流通・加工、消費それぞれに関わりの深い項目を目標指標と
して設定し、水産業の振興に向けて関係者一丸となって目標達成を目指すものとします。

1 目標指標について

2 目標値及びその考え方

　●基本的な考え方
 ・ 漁業生産は水産業におけるサプライチェーンの出発点として重要な役割を持っています。高齢化や人口減少に

伴う漁業者の減少等により、生産量の大幅な増加は見込めませんが、このような状況においても、漁業者は十
分な収益を上げ、漁業生産を継続していく必要があります。このことから、水産業の土台となる生産力を測る
指標として、漁業産出額を設定しました。

（１） 漁業産出額

 

※令和１２年の目標値。ただし、（７）は令和８年の目標値。 

※集計期間は原則１月から１２月ですが、一部の指標については、年度又は漁期を集計期間としています。 

（３）水産加工品出荷額
２，４５５億円

流通・加工

（４）水産加工業付加価値額
７７１億円

総合
（８）主要５漁港の水揚量・額

水揚量 ３３８，００６ｔ
水揚額 ６１９億円

（５）世帯１人当たりの
年間魚介類等の購入額

約３万３千円

消費

（６）産業と環境の調和に貢献する海藻養殖
の増産・藻場の造成及びCO2削減効果

海藻養殖増産 ワカメ＋３，１７５ｔ
藻場造成 ＋９０３ｈａ
CO2削減効果 年間２，４７９ｔ

環境・漁港(防災)

（７）漁港施設の長寿命化対策
（長寿命化対策を実施した施設の割合）

１００％

 
（１）漁業産出額 ８９７億円

内訳 海面漁業産出額 ５５７億円
養殖業産出額 ３４０億円

（２）漁業所得及び新規就業者数
沿岸漁船漁業 ５５７万円／経営体 年間２１人
養殖業 ６６０万円／経営体 年間３３人

生産

区分 

現状値 

（平成２７年～３０年平均） 

中間実績値 

（令和５年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

漁業産出額合計 ７７５億円 ８８８億円 ７９１億円 ８９７億円 

海面漁業 ５４６億円 ５８５億円 ５４６億円 ５５７億円 

養殖業 ２２９億円 ３０３億円 ２４５億円 ３４０億円 
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　●基本的な考え方
 ・ 漁業者が将来にわたり、漁業を営んでいくためには、限りある水産資源や利用可能な漁場面積を適切かつ有

効に活用し、個々の漁業経営体が十分な所得を確保することが重要です。
 ・ このため、沿岸漁船漁業においては定期的な設備投資を行い、水揚の変動等が生じても安定した経営ができ

る所得を、養殖業においては浜プランの取組等により、向上が期待できる所得を目標値としました。　 
 ・ また、各経営体が十分な所得を得ながら、目標とする漁業産出額を達成するためには経営体数の適正化が必

要となります。このため、漁業者数の自然減少等を考慮しながら、継続的に新規就業者を確保し、長期的な視
点で適正な漁業経営体数に移行（１５年後（令和２０年））することとし、そのために必要な１年当たりの新規就
業者数を目標値としました。

　●基本的な考え方
 ・ 本県の食料品出荷額の約半数を水産加工品が占めており、水産加工業は沿岸地域の基幹産業の一つとして位

置付けられています。また、水産物は畜肉等と比較し、鮮度が低下しやすく、水揚された水産物の多くは背後地
の水産加工業者により加工されます。

 ・ このため、水産加工品の製造・供給能力は水産業の流通・加工分野において重要な要素となることから、水産
加工品出荷額を目標指標として設定しました。

（２） 漁業所得及び新規就業者数

（３） 水産加工品出荷額

（４） 水産加工業付加価値額

　●基本的な考え方
 ・ 加工原料不足や価格の高騰など、取り巻く環境が深刻化する中、本県水産加工業が持続していくためには、生

産・販売活動において、一層の付加価値を付け、収益性を高めていくことが必要です。このため、水産加工業の
収益性の高さや質の高い製品の製造力を測る指標として、水産加工業付加価値額（※）を設定しました。

　●基本的な考え方
 ・ 全国的に魚離れが進む中、持続的に水産振興を図るためには、県民が水産物を積極的に利用していくことが

不可欠となります。このため、魚食習慣を追跡できる指標として、世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額を
設定しました。

　●基本的な考え方
 ・ 将来にわたって水産業を持続させるためには、豊かな自然や漁場を守っていくことが大切です。また、近年、環

境志向の高まりや世界的なＳＤＧｓの推進など、新しい価値観による産業と社会の関わり方が求められてお
り、産業活動を通じて持続的な社会づくりに貢献していく必要があります。

（５） 世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額

（６） 産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及びＣＯ２削減効果

　水産加工品製造業者の生産活動において、新たに付け加えられた価値。生産額（税込）から原材料費、
減価償却費、税（消費税等）を差し引いた金額として算出されます。

水産加工業付加価値額

区分 現状値※２ 
中間実績値 

（令和５年） 

目標値 参考 

（令和２０年） 中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

沿岸漁船

漁業 

漁業所得／経営体 ３４９万円※３ ４０８万円 ４５７万円 ５５７万円 ８００万円 

新規就業者数※１ 年間１３人※４ 年間１１人 年間１９人 年間２１人 年間２１人 

養殖業 
漁業所得／経営体 ２８０万円※３ ４００万円 ３９８万円 ６６０万円 ９１９万円 

新規就業者数※１ 年間２０人※４ 年間２１人 年間２４人 年間３３人 年間３３人 

※１ 新規就業者数の集計期間は年度 
※２ 漁業所得の現状値は平成３０年時点の推計値、新規就業者数の現状値は平成２７年度～平成３０年度実績の平均値 
※３ 宮城県試算 
 沿岸漁船漁業 

県内９漁港の沿岸漁業水揚金額    ×  所得率      ÷   沿岸漁業経営体数 
  （平成２７年～平成３０年平均）    （０．２１）        （２０１８漁業センサスを参考にした調整値） 
 養殖業 
  主要品目の漁業産出額        ×  所得率      ÷   沿岸漁業経営体数 
  （平成２７年～平成３０年平均）  （漁業共済経費率を基に算出）  （２０１８漁業センサスを参考にした調整値） 
※４ 平成２７年度～平成３０年度実績平均値 

現状値 

（平成３０年） 

中間実績値 

（令和４年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

２，３２７億円 ２，５８６億円 ２，３８９億円 ２，４５５億円 

現状値 

（平成３０年） 

中間実績値 

（令和４年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

６７１億円 ６７１億円 ６９０億円 ７７１億円 

現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

中間実績値 

（令和５年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

約３万１千円 約２万７千円 約３万３千円 約３万３千円 

区分 現状値※１ 
中間実績値 

（令和５年）
 

目標値※２ 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

海藻養殖 

ワカメ 
増産量 － ＋８，７００ｔ ＋１，５８８ｔ ＋３，１７５ｔ 

生産量 １６，８２５ｔ ２５，５２５ｔ １８，４１２ｔ ２０，０００ｔ 

コンブ 
増産量 － － ＋ １ １ ４ ｔ  － 

生産量 ７７３ｔ － ８８７ｔ － 

藻場 
造成面積 － － ＋４５２ｈａ ＋９０３ｈａ 

全体面積 ８６８ｈａ － １，３１９ｈａ １，７７１ｈａ 

ＣＯ２削減効果（対現状比） － － 年間１，２4 4ｔ 年間２，４７９ｔ 

※１ 現状値 
    海藻養殖生産量：平成２７年度～平成３０年度の漁期生産量（１漁業期間（１シーズン）分の漁業生産量を集計し、最盛期が属する年度

の漁業生産量実績としたもの）の平均値 
    藻場全体面積：令和元年度調査時点の藻場面積 
※２ 目標値 
  （中間値） 海藻養殖増産量：令和７年度漁期生産量から平成３０年度漁期生産量を差し引いたもの。 
        藻場造成面積 ：令和元年度から令和７年度までに造成した藻場の面積 
        ＣＯ２削減効果：（中間）令和７年度漁期で増産した海藻（対平成３０年度漁期比）及び令和元年度から令和７年度までに造成し

た藻場が１年間に吸収する大気中ＣＯ２量 
  （最終値） 海藻養殖増産量：令和１２年度漁期生産量から平成３０年度漁期生産量を差し引いたもの。 
        藻場造成面積 ：令和元年度から令和１２年度までに造成した藻場の面積 
        ＣＯ２削減効果：（最終）令和１２年度漁期で増産した海藻（対平成３０年度漁期比）及び令和元年度から令和１２年度までに造

成した藻場が１年間に吸収する大気中ＣＯ２量 
※ 端数処理により、現状値と目標値との差が、増産量や造成面積と一致しない場合があります。 
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　●基本的な考え方
 ・ 漁業者が将来にわたり、漁業を営んでいくためには、限りある水産資源や利用可能な漁場面積を適切かつ有

効に活用し、個々の漁業経営体が十分な所得を確保することが重要です。
 ・ このため、沿岸漁船漁業においては定期的な設備投資を行い、水揚の変動等が生じても安定した経営ができ

る所得を、養殖業においては浜プランの取組等により、向上が期待できる所得を目標値としました。　 
 ・ また、各経営体が十分な所得を得ながら、目標とする漁業産出額を達成するためには経営体数の適正化が必

要となります。このため、漁業者数の自然減少等を考慮しながら、継続的に新規就業者を確保し、長期的な視
点で適正な漁業経営体数に移行（１５年後（令和２０年））することとし、そのために必要な１年当たりの新規就
業者数を目標値としました。

　●基本的な考え方
 ・ 本県の食料品出荷額の約半数を水産加工品が占めており、水産加工業は沿岸地域の基幹産業の一つとして位

置付けられています。また、水産物は畜肉等と比較し、鮮度が低下しやすく、水揚された水産物の多くは背後地
の水産加工業者により加工されます。

 ・ このため、水産加工品の製造・供給能力は水産業の流通・加工分野において重要な要素となることから、水産
加工品出荷額を目標指標として設定しました。

（２） 漁業所得及び新規就業者数

（３） 水産加工品出荷額

（４） 水産加工業付加価値額

　●基本的な考え方
 ・ 加工原料不足や価格の高騰など、取り巻く環境が深刻化する中、本県水産加工業が持続していくためには、生

産・販売活動において、一層の付加価値を付け、収益性を高めていくことが必要です。このため、水産加工業の
収益性の高さや質の高い製品の製造力を測る指標として、水産加工業付加価値額（※）を設定しました。

　●基本的な考え方
 ・ 全国的に魚離れが進む中、持続的に水産振興を図るためには、県民が水産物を積極的に利用していくことが

不可欠となります。このため、魚食習慣を追跡できる指標として、世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額を
設定しました。

　●基本的な考え方
 ・ 将来にわたって水産業を持続させるためには、豊かな自然や漁場を守っていくことが大切です。また、近年、環

境志向の高まりや世界的なＳＤＧｓの推進など、新しい価値観による産業と社会の関わり方が求められてお
り、産業活動を通じて持続的な社会づくりに貢献していく必要があります。

（５） 世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額

（６） 産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及びＣＯ２削減効果

　水産加工品製造業者の生産活動において、新たに付け加えられた価値。生産額（税込）から原材料費、
減価償却費、税（消費税等）を差し引いた金額として算出されます。

水産加工業付加価値額

区分 現状値※２ 
中間実績値 

（令和５年） 

目標値 参考 

（令和２０年） 中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

沿岸漁船

漁業 

漁業所得／経営体 ３４９万円※３ ４０８万円 ４５７万円 ５５７万円 ８００万円 

新規就業者数※１ 年間１３人※４ 年間１１人 年間１９人 年間２１人 年間２１人 

養殖業 
漁業所得／経営体 ２８０万円※３ ４００万円 ３９８万円 ６６０万円 ９１９万円 

新規就業者数※１ 年間２０人※４ 年間２１人 年間２４人 年間３３人 年間３３人 

※１ 新規就業者数の集計期間は年度 
※２ 漁業所得の現状値は平成３０年時点の推計値、新規就業者数の現状値は平成２７年度～平成３０年度実績の平均値 
※３ 宮城県試算 
 沿岸漁船漁業 

県内９漁港の沿岸漁業水揚金額    ×  所得率      ÷   沿岸漁業経営体数 
  （平成２７年～平成３０年平均）    （０．２１）        （２０１８漁業センサスを参考にした調整値） 
 養殖業 
  主要品目の漁業産出額        ×  所得率      ÷   沿岸漁業経営体数 
  （平成２７年～平成３０年平均）  （漁業共済経費率を基に算出）  （２０１８漁業センサスを参考にした調整値） 
※４ 平成２７年度～平成３０年度実績平均値 

現状値 

（平成３０年） 

中間実績値 

（令和４年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

２，３２７億円 ２，５８６億円 ２，３８９億円 ２，４５５億円 

現状値 

（平成３０年） 

中間実績値 

（令和４年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

６７１億円 ６７１億円 ６９０億円 ７７１億円 

現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

中間実績値 

（令和５年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

約３万１千円 約２万７千円 約３万３千円 約３万３千円 

区分 現状値※１ 
中間実績値 

（令和５年）
 

目標値※２ 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

海藻養殖 

ワカメ 
増産量 － ＋８，７００ｔ ＋１，５８８ｔ ＋３，１７５ｔ 

生産量 １６，８２５ｔ ２５，５２５ｔ １８，４１２ｔ ２０，０００ｔ 

コンブ 
増産量 － － ＋ １ １ ４ ｔ  － 

生産量 ７７３ｔ － ８８７ｔ － 

藻場 
造成面積 － － ＋４５２ｈａ ＋９０３ｈａ 

全体面積 ８６８ｈａ － １，３１９ｈａ １，７７１ｈａ 

ＣＯ２削減効果（対現状比） － － 年間１，２4 4ｔ 年間２，４７９ｔ 

※１ 現状値 
    海藻養殖生産量：平成２７年度～平成３０年度の漁期生産量（１漁業期間（１シーズン）分の漁業生産量を集計し、最盛期が属する年度

の漁業生産量実績としたもの）の平均値 
    藻場全体面積：令和元年度調査時点の藻場面積 
※２ 目標値 
  （中間値） 海藻養殖増産量：令和７年度漁期生産量から平成３０年度漁期生産量を差し引いたもの。 
        藻場造成面積 ：令和元年度から令和７年度までに造成した藻場の面積 
        ＣＯ２削減効果：（中間）令和７年度漁期で増産した海藻（対平成３０年度漁期比）及び令和元年度から令和７年度までに造成し

た藻場が１年間に吸収する大気中ＣＯ２量 
  （最終値） 海藻養殖増産量：令和１２年度漁期生産量から平成３０年度漁期生産量を差し引いたもの。 
        藻場造成面積 ：令和元年度から令和１２年度までに造成した藻場の面積 
        ＣＯ２削減効果：（最終）令和１２年度漁期で増産した海藻（対平成３０年度漁期比）及び令和元年度から令和１２年度までに造

成した藻場が１年間に吸収する大気中ＣＯ２量 
※ 端数処理により、現状値と目標値との差が、増産量や造成面積と一致しない場合があります。 
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　●基本的な考え方
 ・ 漁業者が将来にわたり、漁業を営んでいくためには、限りある水産資源や利用可能な漁場面積を適切かつ有

効に活用し、個々の漁業経営体が十分な所得を確保することが重要です。
 ・ このため、沿岸漁船漁業においては定期的な設備投資を行い、水揚の変動等が生じても安定した経営ができ

る所得を、養殖業においては浜プランの取組等により、向上が期待できる所得を目標値としました。　 
 ・ また、各経営体が十分な所得を得ながら、目標とする漁業産出額を達成するためには経営体数の適正化が必

要となります。このため、漁業者数の自然減少等を考慮しながら、継続的に新規就業者を確保し、長期的な視
点で適正な漁業経営体数に移行（１５年後（令和２０年））することとし、そのために必要な１年当たりの新規就
業者数を目標値としました。

　●基本的な考え方
 ・ 本県の食料品出荷額の約半数を水産加工品が占めており、水産加工業は沿岸地域の基幹産業の一つとして位

置付けられています。また、水産物は畜肉等と比較し、鮮度が低下しやすく、水揚された水産物の多くは背後地
の水産加工業者により加工されます。

 ・ このため、水産加工品の製造・供給能力は水産業の流通・加工分野において重要な要素となることから、水産
加工品出荷額を目標指標として設定しました。

（２） 漁業所得及び新規就業者数

（３） 水産加工品出荷額

（４） 水産加工業付加価値額

　●基本的な考え方
 ・ 加工原料不足や価格の高騰など、取り巻く環境が深刻化する中、本県水産加工業が持続していくためには、生

産・販売活動において、一層の付加価値を付け、収益性を高めていくことが必要です。このため、水産加工業の
収益性の高さや質の高い製品の製造力を測る指標として、水産加工業付加価値額（※）を設定しました。

　●基本的な考え方
 ・ 全国的に魚離れが進む中、持続的に水産振興を図るためには、県民が水産物を積極的に利用していくことが

不可欠となります。このため、魚食習慣を追跡できる指標として、世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額を
設定しました。

　●基本的な考え方
 ・ 将来にわたって水産業を持続させるためには、豊かな自然や漁場を守っていくことが大切です。また、近年、環

境志向の高まりや世界的なＳＤＧｓの推進など、新しい価値観による産業と社会の関わり方が求められてお
り、産業活動を通じて持続的な社会づくりに貢献していく必要があります。

（５） 世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額

（６） 産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及びＣＯ２削減効果

　水産加工品製造業者の生産活動において、新たに付け加えられた価値。生産額（税込）から原材料費、
減価償却費、税（消費税等）を差し引いた金額として算出されます。

水産加工業付加価値額

区分 現状値※２ 
中間実績値 

（令和５年） 

目標値 参考 

（令和２０年） 中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

沿岸漁船

漁業 

漁業所得／経営体 ３４９万円※３ ４０８万円 ４５７万円 ５５７万円 ８００万円 

新規就業者数※１ 年間１３人※４ 年間１１人 年間１９人 年間２１人 年間２１人 

養殖業 
漁業所得／経営体 ２８０万円※３ ４００万円 ３９８万円 ６６０万円 ９１９万円 

新規就業者数※１ 年間２０人※４ 年間２１人 年間２４人 年間３３人 年間３３人 

※１ 新規就業者数の集計期間は年度 
※２ 漁業所得の現状値は平成３０年時点の推計値、新規就業者数の現状値は平成２７年度～平成３０年度実績の平均値 
※３ 宮城県試算 
 沿岸漁船漁業 

県内９漁港の沿岸漁業水揚金額    ×  所得率      ÷   沿岸漁業経営体数 
  （平成２７年～平成３０年平均）    （０．２１）        （２０１８漁業センサスを参考にした調整値） 
 養殖業 
  主要品目の漁業産出額        ×  所得率      ÷   沿岸漁業経営体数 
  （平成２７年～平成３０年平均）  （漁業共済経費率を基に算出）  （２０１８漁業センサスを参考にした調整値） 
※４ 平成２７年度～平成３０年度実績平均値 

現状値 

（平成３０年） 

中間実績値 

（令和４年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

２，３２７億円 ２，５８６億円 ２，３８９億円 ２，４５５億円 

現状値 

（平成３０年） 

中間実績値 

（令和４年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

６７１億円 ６７１億円 ６９０億円 ７７１億円 

現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

中間実績値 

（令和５年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

約３万１千円 約２万７千円 約３万３千円 約３万３千円 

区分 現状値※１ 
中間実績値 

（令和５年）
 

目標値※２ 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

海藻養殖 

ワカメ 
増産量 － ＋８，７００ｔ ＋１，５８８ｔ ＋３，１７５ｔ 

生産量 １６，８２５ｔ ２５，５２５ｔ １８，４１２ｔ ２０，０００ｔ 

コンブ 
増産量 － － ＋ １ １ ４ ｔ  － 

生産量 ７７３ｔ － ８８７ｔ － 

藻場 
造成面積 － － ＋４５２ｈａ ＋９０３ｈａ 

全体面積 ８６８ｈａ － １，３１９ｈａ １，７７１ｈａ 

ＣＯ２削減効果（対現状比） － － 年間１，２4 4ｔ 年間２，４７９ｔ 

※１ 現状値 
    海藻養殖生産量：平成２７年度～平成３０年度の漁期生産量（１漁業期間（１シーズン）分の漁業生産量を集計し、最盛期が属する年度

の漁業生産量実績としたもの）の平均値 
    藻場全体面積：令和元年度調査時点の藻場面積 
※２ 目標値 
  （中間値） 海藻養殖増産量：令和７年度漁期生産量から平成３０年度漁期生産量を差し引いたもの。 
        藻場造成面積 ：令和元年度から令和７年度までに造成した藻場の面積 
        ＣＯ２削減効果：（中間）令和７年度漁期で増産した海藻（対平成３０年度漁期比）及び令和元年度から令和７年度までに造成し

た藻場が１年間に吸収する大気中ＣＯ２量 
  （最終値） 海藻養殖増産量：令和１２年度漁期生産量から平成３０年度漁期生産量を差し引いたもの。 
        藻場造成面積 ：令和元年度から令和１２年度までに造成した藻場の面積 
        ＣＯ２削減効果：（最終）令和１２年度漁期で増産した海藻（対平成３０年度漁期比）及び令和元年度から令和１２年度までに造

成した藻場が１年間に吸収する大気中ＣＯ２量 
※ 端数処理により、現状値と目標値との差が、増産量や造成面積と一致しない場合があります。 
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指標名 関連する基本方向・施策番号 

（１） 漁業産出額 

※漁業生産力の指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

基本方向４（施策１２） 

（２）漁業所得及び新規就業者数 

※漁業が将来にわたり、魅力ある産業として持続するための指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向３（施策１０、１１） 

（３）水産加工品出荷額 

※水産加工業者の製品供給力の指標 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

（４）水産加工業付加価値額 

※水産加工業が将来にわたり、魅力ある産業として持続するための

指標 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

（５）世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額 

※県民の魚食習慣に関する指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向２（施策５、６） 

基本方向３（施策９） 

基本方向４（施策１４） 

（６）産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及び

ＣＯ２削減効果 

※産業活動と環境保全との両立を示すための指標 

基本方向１（施策３） 

基本方向４（施策１３） 

（７）漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合） 

※漁港機能の計画的維持・管理のための指標 

基本方向３（施策８） 

（８）主要５漁港の水揚量・額 

※水産都市としての総合力を示す指標 

 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策８、１０、１１） 

基本方向４（施策１２） 

　●基本的な考え方
 ・ 東日本大震災では、水産業の基盤である漁港施設や漁村地域を守る海岸保全施設が壊滅的な被害を受けま

した。漁港施設については、令和５年３月をもって全て工事が完了しましたが、海岸保全施設については、一部
が未完了となっており、早期の事業完了に向けて進めていきます。さらに、将来、発生が予想される自然災害に
対し、復旧した施設が十分に機能を発揮するためには、日常点検も含めた維持管理が重要となります。

 ・ 県では、平成３０年度から漁港施設の保全工事に着手しており、漁村・漁港の防災機能強化には、予防保全型
の長寿命化対策を推進していくことが重要であることから、長寿命化対策を実施した施設の割合を目標指標
として設定しました。

（７） 漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合）

　●基本的な考え方
 ・ 特定第３種漁港をはじめとした主要５漁港（気仙沼、石巻、塩釜、女川、志津川）の魚市場には、各地で漁獲され

た水産物が集まり、全国に出荷されます。主要５漁港における水揚の大部分は、漁船漁業により漁獲された水
産物であり、水産資源の影響を大きく受けますが、より多くの水産物を水揚するためには、核となる魚市場の
受入機能に加え、水揚、加工、流通、販売、消費の各機能が充実していることが重要であり、水産都市としての
総合力が必要となります。

 ・ このため、本県水産業の総合力を計る指標として、主要５漁港の水揚量・額を設定しました。

（８） 主要５漁港の水揚量・額

 ・ このため、産業上重要であり、環境改善にもつながる指標として、海藻養殖の増産・藻場の造成とそれにより
得られる大気中ＣＯ２の削減効果を設定しました。

区分 
現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

中間実績値 

（令和６年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

水揚量 ２４３，２４８ｔ １９０，８３３ｔ ２４３，２４８ｔ ３３８，００６ｔ 

水揚額 ５６３億円 ６２８億円 ５６３億円 ６１９億円 

現状値※ 

（令和２年） （令和６年） 

目標値※
 

（令和８年） 

０％ ３２．２％ １００％ 
※集計期間は年度 

 

補足： 目標指標と政策推進の基本方向・具体的な施策との関係

中間実績値
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指標名 関連する基本方向・施策番号 

（１） 漁業産出額 

※漁業生産力の指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

基本方向４（施策１２） 

（２）漁業所得及び新規就業者数 

※漁業が将来にわたり、魅力ある産業として持続するための指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向３（施策１０、１１） 

（３）水産加工品出荷額 

※水産加工業者の製品供給力の指標 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

（４）水産加工業付加価値額 

※水産加工業が将来にわたり、魅力ある産業として持続するための

指標 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

（５）世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額 

※県民の魚食習慣に関する指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向２（施策５、６） 

基本方向３（施策９） 

基本方向４（施策１４） 

（６）産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及び

ＣＯ２削減効果 

※産業活動と環境保全との両立を示すための指標 

基本方向１（施策３） 

基本方向４（施策１３） 

（７）漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合） 

※漁港機能の計画的維持・管理のための指標 

基本方向３（施策８） 

（８）主要５漁港の水揚量・額 

※水産都市としての総合力を示す指標 

 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策８、１０、１１） 

基本方向４（施策１２） 

　●基本的な考え方
 ・ 東日本大震災では、水産業の基盤である漁港施設や漁村地域を守る海岸保全施設が壊滅的な被害を受けま

した。漁港施設については、令和５年３月をもって全て工事が完了しましたが、海岸保全施設については、一部
が未完了となっており、早期の事業完了に向けて進めていきます。さらに、将来、発生が予想される自然災害に
対し、復旧した施設が十分に機能を発揮するためには、日常点検も含めた維持管理が重要となります。

 ・ 県では、平成３０年度から漁港施設の保全工事に着手しており、漁村・漁港の防災機能強化には、予防保全型
の長寿命化対策を推進していくことが重要であることから、長寿命化対策を実施した施設の割合を目標指標
として設定しました。

（７） 漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合）

　●基本的な考え方
 ・ 特定第３種漁港をはじめとした主要５漁港（気仙沼、石巻、塩釜、女川、志津川）の魚市場には、各地で漁獲され

た水産物が集まり、全国に出荷されます。主要５漁港における水揚の大部分は、漁船漁業により漁獲された水
産物であり、水産資源の影響を大きく受けますが、より多くの水産物を水揚するためには、核となる魚市場の
受入機能に加え、水揚、加工、流通、販売、消費の各機能が充実していることが重要であり、水産都市としての
総合力が必要となります。

 ・ このため、本県水産業の総合力を計る指標として、主要５漁港の水揚量・額を設定しました。

（８） 主要５漁港の水揚量・額

 ・ このため、産業上重要であり、環境改善にもつながる指標として、海藻養殖の増産・藻場の造成とそれにより
得られる大気中ＣＯ２の削減効果を設定しました。

区分 
現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

中間実績値 

（令和６年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

水揚量 ２４３，２４８ｔ １９０，８３３ｔ ２４３，２４８ｔ ３３８，００６ｔ 

水揚額 ５６３億円 ６２８億円 ５６３億円 ６１９億円 

現状値※ 

（令和２年） （令和６年） 

目標値※
 

（令和８年） 

０％ ３２．２％ １００％ 
※集計期間は年度 

 

補足： 目標指標と政策推進の基本方向・具体的な施策との関係

中間実績値
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指標名 関連する基本方向・施策番号 

（１） 漁業産出額 

※漁業生産力の指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

基本方向４（施策１２） 

（２）漁業所得及び新規就業者数 

※漁業が将来にわたり、魅力ある産業として持続するための指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向３（施策１０、１１） 

（３）水産加工品出荷額 

※水産加工業者の製品供給力の指標 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

（４）水産加工業付加価値額 

※水産加工業が将来にわたり、魅力ある産業として持続するための

指標 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策９、１０、１１） 

（５）世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額 

※県民の魚食習慣に関する指標 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向２（施策５、６） 

基本方向３（施策９） 

基本方向４（施策１４） 

（６）産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及び

ＣＯ２削減効果 

※産業活動と環境保全との両立を示すための指標 

基本方向１（施策３） 

基本方向４（施策１３） 

（７）漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合） 

※漁港機能の計画的維持・管理のための指標 

基本方向３（施策８） 

（８）主要５漁港の水揚量・額 

※水産都市としての総合力を示す指標 

 

基本方向１（施策１、２、３） 

基本方向２（施策４、５、６、７） 

基本方向３（施策８、１０、１１） 

基本方向４（施策１２） 

　●基本的な考え方
 ・ 東日本大震災では、水産業の基盤である漁港施設や漁村地域を守る海岸保全施設が壊滅的な被害を受けま

した。漁港施設については、令和５年３月をもって全て工事が完了しましたが、海岸保全施設については、一部
が未完了となっており、早期の事業完了に向けて進めていきます。さらに、将来、発生が予想される自然災害に
対し、復旧した施設が十分に機能を発揮するためには、日常点検も含めた維持管理が重要となります。

 ・ 県では、平成３０年度から漁港施設の保全工事に着手しており、漁村・漁港の防災機能強化には、予防保全型
の長寿命化対策を推進していくことが重要であることから、長寿命化対策を実施した施設の割合を目標指標
として設定しました。

（７） 漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合）

　●基本的な考え方
 ・ 特定第３種漁港をはじめとした主要５漁港（気仙沼、石巻、塩釜、女川、志津川）の魚市場には、各地で漁獲され

た水産物が集まり、全国に出荷されます。主要５漁港における水揚の大部分は、漁船漁業により漁獲された水
産物であり、水産資源の影響を大きく受けますが、より多くの水産物を水揚するためには、核となる魚市場の
受入機能に加え、水揚、加工、流通、販売、消費の各機能が充実していることが重要であり、水産都市としての
総合力が必要となります。

 ・ このため、本県水産業の総合力を計る指標として、主要５漁港の水揚量・額を設定しました。

（８） 主要５漁港の水揚量・額

 ・ このため、産業上重要であり、環境改善にもつながる指標として、海藻養殖の増産・藻場の造成とそれにより
得られる大気中ＣＯ２の削減効果を設定しました。

区分 
現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

中間実績値 

（令和６年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

水揚量 ２４３，２４８ｔ １９０，８３３ｔ ２４３，２４８ｔ ３３８，００６ｔ 

水揚額 ５６３億円 ６２８億円 ５６３億円 ６１９億円 

現状値※ 

（令和２年） （令和６年） 

目標値※
 

（令和８年） 

０％ ３２．２％ １００％ 
※集計期間は年度 

 

補足： 目標指標と政策推進の基本方向・具体的な施策との関係

中間実績値


